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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地盤に埋設され下端に透水性のストレーナ部を有して外周にフィルターが形成されたス
トレーナ管に、真空ポンプで排気することにより地下水を流入させ、地下水をストレーナ
管内に配置された排水ポンプで吸引することにより排水管を通して地上に排水する地下水
位低下装置を対象地盤に埋設して、地盤の間隙水を吸引することにより地下水位を低下し
て、真空気化を促進させて地盤を沈下させるとともに、
　地盤に透水性改善のための吸送気管を打設して、地盤内への空気の送り込みと地盤内の
空気の吸引を交互に行う地盤の改良工法であって、
　前記地下水位低下装置の前記真空ポンプによる排気及び前記排水ポンプによる排水と、
前記吸送気管による空気の送り込み及び吸引とによって地盤の土粒子間の間隙水が真空気
化した空気で置換された土粒子骨格を、対象地盤上に計画盛土による上載荷重を載荷して
圧縮することにより地盤の沈下を促進することを特徴とする地盤の改良工法。
【請求項２】
　前記吸送気管を、前記地下水位低下装置を中心とする同心円状に順次配置していくこと
を特徴とする請求項１に記載の地盤の改良工法。
【請求項３】
　前記中心側と最外側の吸送気管から送気と吸気を行って、その間に順次配置される吸送
気管に送気と吸気を順次展開していくことを特徴とする請求項２に記載の地盤の改良工法
。
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【請求項４】
　前記吸送気管を上下移動させることを特徴とする請求項１から３のいずれか一項に記載
の地盤の改良工法。
【請求項５】
　地盤に透水性改善のための鉛直ドレーンを打設しておくことを特徴とする請求項１に記
載の地盤の改良工法。
【請求項６】
　地盤上に計画盛土の範囲で予め盛土して上載荷重を載荷しておくことを特徴とする請求
項１から５のいずれか一項に記載の地盤の改良工法。
【請求項７】
　地盤に振動を付与すること等により上載荷重を載荷することを特徴とする請求項１から
６のいずれか一項に記載の地盤の改良工法。
【請求項８】
　対象地盤の周囲に送気管を打設して、地盤内に圧気を供給することを特徴とする請求項
１から７のいずれか一項に記載の地盤の改良工法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、間隙水吸引と上載荷重載荷による軟弱地盤の改良工法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１において、地盤圧密工法が提案されている。
　この工法は、地盤に地下水位低下装置を埋設し、次いで、地盤表面を気密シートで覆い
、その後、地下水位低下装置により地下水位を低下させることで、地下水面と気密シート
との間の気圧を低減させ、地下水面と気密シートとの間の気圧と大気圧との差分の圧力を
、気密シートを介して地盤に作用させ、地盤の圧密を行うものである。
【０００３】
　また、従来の大部分の地盤改良は、例えば図８に示すように、各種バーチカルドレーン
を打設し、計画盛土＋サーチャージ（余盛）にて加圧しながら間隙水圧を高め、沈下させ
る方法であった。
【０００４】
　そして、特許文献２において、地盤の改良工法が提案されている。
　この工法は、ＳＷＰ（スーパーウェルポイント）を用いて飽和地下水を負圧伝播で揚水
することで、主に目的のエリアのみ集中してスポット的に水位低下が望め不飽和ゾーンを
作り出す。その後、ＳＷＰのバキユームポンプや、ボルテックスポンプを用いて、不飽和
ゾーンの範囲で真空気化を促進して水分の除去やＶＯＣｓ（揮発性有機化合物）、油分な
ど気化性のものを地中から除去し、地盤改良や土壌浄化を進める。
　要するに、この工法は、地下水を低下して、真空気化を促進させて沈下させる工法であ
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－２４７１８４号公報
【特許文献２】特開２００７－３０３０９５（特許第４１１４９４４）号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかし、特許文献１の工法では、改良対象地盤が透水性の低い粘性土の場合、地下水位
の低下に要する時間が長く、工期が遅延するリスクが大きい。
　また、対象地盤の均一な改良が困難である場合や、気密シートや周辺地盤からの漏気が
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ある場合、十分な改良効果が得られないといった問題がある。
【０００７】
　また、バ－チカルドレーンでは、通常、ドレーン打設後に、静水圧状態で盛土による加
圧→間隙水圧上昇→脱水→沈下の過程を組むが、ドレーン打設に工期を要し、コストアッ
プにもなっている。
　なお、Ｎ＆Ｈ工法や各種大気圧工法では、粘性土の下部透水層（砂層等）までドレーン
材を貫入すると、バキュームがブローして維持できなかった。
　よって、ドレーン材を粘性土内に１．０ｍ程残して打設していた。
【０００８】
　そして、特許文献２の工法では、地下水を低下して、真空気化を促進させて沈下させる
のに伴い、隣接する地盤の沈下が場所によっては問題となり、鋼矢板やＳＭＷ壁等の止水
壁を設ける方法もあるが、コストアップとなるといった問題がある。
【０００９】
　また、図８において、計画盛土は、元々必要な工程であり、全体の工程の中ではコスト
アップにはならないが、サーチャージは、一度高く盛土して、沈下後に除去して計画レベ
ルに仕上げる必要があり、コストアップとなる。
【００１０】
　本発明の課題は、地盤の改良工法において、工期短縮・コスト削減が図れて、対象地盤
の均一な改良を可能とすることである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　以上の課題を解決するため、請求項１に記載の発明は、
　地盤に埋設され下端に透水性のストレーナ部を有して外周にフィルターが形成されたス
トレーナ管に、真空ポンプで排気することにより地下水を流入させ、地下水をストレーナ
管内に配置された排水ポンプで吸引することにより排水管を通して地上に排水する地下水
位低下装置を対象地盤に埋設して、地盤の間隙水を吸引することにより地下水位を低下し
て、真空気化を促進させて地盤を沈下させるとともに、
　地盤に透水性改善のための吸送気管を打設して、地盤内への空気の送り込みと地盤内の
空気の吸引を交互に行う地盤の改良工法であって、
　前記地下水位低下装置の前記真空ポンプによる排気及び前記排水ポンプによる排水と、
前記吸送気管による空気の送り込み及び吸引とによって地盤の土粒子間の間隙水が真空気
化した空気で置換された土粒子骨格を、対象地盤上に計画盛土による上載荷重を載荷して
圧縮することにより地盤の沈下を促進することを特徴とする。
【００１４】
　請求項２に記載の発明は、
　請求項１に記載の地盤の改良工法であって、
　前記吸送気管を、前記地下水位低下装置を中心とする同心円状に順次配置していくこと
を特徴とする。
【００１５】
　請求項３に記載の発明は、
　請求項２に記載の地盤の改良工法であって、
　前記中心側と最外側の吸送気管から送気と吸気を行って、その間に順次配置される吸送
気管に送気と吸気を順次展開していくことを特徴とする。
【００１６】
　請求項４に記載の発明は、
　請求項１から３のいずれか一項に記載の地盤の改良工法であって、
　前記吸送気管を上下移動させることを特徴とする。
【００１７】
　請求項５に記載の発明は、
　請求項１に記載の地盤の改良工法であって、
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　地盤に透水性改善のための鉛直ドレーンを打設しておくことを特徴とする。
【００１８】
　請求項６に記載の発明は、
　請求項１から５のいずれか一項に記載の地盤の改良工法であって、
　地盤上に計画盛土の範囲で予め盛土して上載荷重を載荷しておくことを特徴とする。
【００１９】
　請求項７に記載の発明は、
　請求項１から５のいずれか一項に記載の地盤の改良工法であって、
　地盤に振動を付与すること等により上載荷重を載荷することを特徴とする。
【００２０】
　請求項８に記載の発明は、
　請求項１から７のいずれか一項に記載の地盤の改良工法であって、
　対象地盤の周囲に送気管を打設して、地盤内に圧気を供給することを特徴とする。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、工期短縮・コスト削減を実現できて、対象地盤を均一に改良できる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明を適用した一実施形態の工法を示す断面図である。
【図２】図１の吸送気管の配置及び運転方法を示す平面配置図（ａ）～（ｆ）である。
【図３】実施形態２の工法を示す断面図である。
【図４】沈下挙動の実測値と理論値の比較を示したグラフである。
【図５】改良前後の地盤物性比較を示すもので、自然含水比の改良前後比較を示したグラ
フ（ａ）、初期間隙比の改良前後比較を示したグラフ（ｂ）、圧密降伏応力の改良前後比
較を示したグラフ（ｃ）である。
【図６】実施形態３の工法を示す断面図である。
【図７】実施形態４の工法を示す断面図である。
【図８】従来の一般的なバーチカルドレーン工法を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、図を参照して本発明を実施するための形態を詳細に説明する。
【００２４】
（本発明）
　本発明は、間隙水吸引による地下水位低下と上載荷重載荷による沈下促進の機能を分離
させ、効率的に軟弱地盤の改良を行うものである。
【００２５】
（実施形態１）
１．間隙水吸引機構（地下水位低下装置と透水性改善のための吸送気管）
【００２６】
　図１は本発明を適用した一実施形態の工法を示すもので、１は地下水位低下装置、２は
固定式吸送気管、３は移動式吸送気管、４は計画盛土である。
【００２７】
　図示のように、本発明を実施する対象地盤は、粘性土による改良対象層の下に砂質土に
よる透水層を有しており、その中央に地下水位低下装置１が埋設されて、その周囲に固定
式吸送気管２及び移動式吸送気管３が設置されている。そして、対象地盤の上には、計画
盛土４による上載荷重が載荷されている。
　なお、改良対象層の下が硬質の粘性土や岩盤であってもよい。
【００２８】
　地下水位低下装置１は、下端に透水性のストレーナ部１２を有し地盤に埋設されるスト
レーナ管１１と、このストレーナ管１１の外周に形成されるフィルター１３と、ストレー
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ナ管１１内に配置された排水ポンプ１４と、この排水ポンプ１４により地下水を地上に排
水する排水管１５と、ストレーナ管１１内を排気することにより地下水を流入させる真空
ポンプ１６と、を備えて構成される。
【００２９】
　すなわち、地下水位低下装置１はＳＷＰで、矢印で示したように、地盤に埋設されたス
トレーナ管１１内を地上の真空ポンプ１６で排気することにより、下端のストレーナ部１
２及び周囲のフィルター１３を介して地下水をストレーナ管１１内に流入させ、その流入
した地下水をストレーナ管１１内の排水ポンプ１４で吸引することにより排水管１５を通
して地上に排水する。
【００３０】
　そして、固定式吸送気管２及び移動式吸送気管３は、地上に設置された図示しないボル
テックスブロアー及びコンプレッサーにそれぞれ接続されて、地盤内への空気の送り込み
、及び地盤内の空気の吸引を交互に行うことにより、地盤内に水みちを形成し、透水性の
改善を行うものである。
【００３１】
　固定式吸送気管２は、地盤内に予め建て込んでおくロッドを用いて、矢印で示したよう
に、吸送気を行う。
【００３２】
　移動式吸送気管３は、ボーリングマシンを移動させて所定の位置でロッドによる削孔を
行い、矢印で示したように、そのロッドを上下させて吸送気を行う。
【００３３】
２．沈下促進機構（上載荷重載荷による土粒子骨格の圧縮）
【００３４】
　地下水位が低下すると、土粒子間の間隙水が空気で置換される。この状態で、盛土等に
より上載荷重を載荷すると、土粒子骨格の圧縮により、沈下が促進され、地盤強度が増加
する。
【００３５】
　図示例では、対象地盤上に予め計画盛土４を載荷している。
【００３６】
　このように、計画盛土４による上載荷重を載荷することにより、効果的に沈下促進を行
うことができるが、実際には地下水位低下装置１の吸引効果により大気圧との差分の圧力
が載荷されることも期待できる。
【００３７】
　実施形態においては、間隙水吸引による地下水位低下と上載荷重載荷による沈下促進を
併用している。
【００３８】
３．吸送気管の配置及び運転方法
【００３９】
　図２は吸送気管の配置及び運転方法を示すものである。
【００４０】
　図示のように、固定式吸送気管２は改良範囲外周部に設置し、移動式吸送気管３は地下
水位低下装置１を中心に、図２（ａ）～（ｅ）に示すように、順次外側に展開して行く。
【００４１】
　そして、移動式吸送気管３が一定の位置において、送気→吸気の順に行い、その後、同
心円状に外側に展開する。
【００４２】
　すなわち、ステップ１では、図２（ａ）に示すように、最外側の四隅の固定式吸送気管
２において送気を行うとともに、ストレーナ管１１の周囲に同心円状四本の移動式吸送気
管３においても送気を行う。
【００４３】
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　ステップ２では、図２（ｂ）に示すように、固定式吸送気管２の吸気を行うとともに、
ストレーナ管１１の周囲に同心円状四本の移動式吸送気管３も吸気を行う。
【００４４】
　ステップ３では、図２（ｃ）に示すように、固定式吸送気管２の送気を行うとともに、
外側第二の同心円状四本の移動式吸送気管３も送気を行う。
【００４５】
　ステップ４では、図２（ｄ）に示すように、固定式吸送気管２の吸気を行うとともに、
外側第二の同心円状四本の移動式吸送気管３も吸気を行う。
【００４６】
　ステップ５では、図２（ｅ）に示すように、固定式吸送気管２の送気を行うとともに、
外側第三の同心円状四本の移動式吸送気管３も送気を行う。
【００４７】
　ステップ６では、図２（ｆ）に示すように、固定式吸送気管２の吸気を行うとともに、
外側第三の同心円状四本の移動式吸送気管３も吸気を行う。
【００４８】
　なお、１つの送気または吸気のステップは３～７日とし、同心円の１段階の展開長は１
～３ｍとする。
【００４９】
（実施形態２）
４．間隙水吸引機構（地下水位低下装置と鉛直ドレーン）
【００５０】
　図３は実施形態２の工法を示すもので、前述した実施形態１と同様、１は地下水位低下
装置、１１はストレーナ管、１２はストレーナ部、１３はフィルター、１４は排水ポンプ
、１５は排水管、１６は真空ポンプ、４は計画盛土であって、５は鉛直ドレーンである。
【００５１】
　図示のように、対象地盤の中央に地下水位低下装置１が埋設されて、その周囲に多数の
鉛直ドレーン５が設置されている。そして、対象地盤の上には、計画盛土４による上載荷
重が載荷されている。
【００５２】
　地下水位低下装置１は、実施形態１と同様にＳＷＰで、ストレーナ管１１、ストレーナ
部１２、フィルター１３と、排水ポンプ１４、排水管１５、及び真空ポンプ１６を備える
。
　ただし、本機構による場合は、図示のように、改良対象層下部の透水層にストレーナ部
１２を設けることが望ましい。
【００５３】
　そして、鉛直ドレーン５は、１～２ｍのピッチで改良範囲の地盤に打設し、矢印で示し
たように、改良対象層からの排水を促進して、排水距離の短縮を図る。
　なお、鉛直ドレーン５の下端は、図示のように、改良対象層下部の透水層まで貫入させ
ることが望ましい。
【００５４】
（効果）
　以上の間隙水吸引機構で実施した場合の沈下曲線を図４に示す。
　図示のように、鉛直ドレーンを１．６ｍピッチで打設した場合と同等の沈下促進効果が
確認された。
【００５５】
　そして、改良前後の地盤の物性の変化を図５に示す。図５（ａ）（ｂ）（ｃ）はいずれ
も、本発明を間隙水吸引機構により３ヶ月程度適用したものである。
　図示のように、自然含水比・初期間隙比の低下、圧密降伏応力の上昇が確認でき、十分
な改良効果が得られていることが分かる。
【００５６】
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　従って、本発明により、従来技術に対し、工期短縮・コスト削減効果が期待できる。
　また、対象地盤の均一な改良が可能であり、品質も向上する。
【００５７】
（実施形態３）
　当工法では、サーチャージ分は殆どいらず、計画盛土の範囲で予め盛土していた方が、
早期沈下に効果的であることが判明したことから、計画盛土を先行施工する。
【００５８】
　図６は実施形態３の工法を示すもので、前述した実施形態１と同様、１は地下水位低下
装置、１１はストレーナ管、１２はストレーナ部、１３はフィルター、１４は排水ポンプ
、１５は排水管、１６は真空ポンプ、４は計画盛土であって、６は吸送気管である。
【００５９】
　図示のように、対象地盤の中央に地下水位低下装置１が埋設されて、その周囲に複数の
吸送気管６が設置されている。そして、対象地盤の上には、計画盛土４による上載荷重が
載荷されている。
【００６０】
　地下水位低下装置１は、実施形態１と同様にＳＷＰで、ストレーナ管１１、ストレーナ
部１２、フィルター１３と、排水ポンプ１４、排水管１５、及び真空ポンプ１６を備える
。
【００６１】
　吸送気管６は、実施形態１と同様に地上に設置された図示しないボルテックスブロアー
及びコンプレッサーにそれぞれ接続されて、地盤内に予め建て込んでおくロッドを用いて
、矢印で示したように、吸送気を行う。
【００６２】
　ところで、計画盛土４による上載荷重がない場合、地表面から空気がブローすることに
より地盤中に圧力を加えることができず、地表面部の沈下は効果的なものでない。
【００６３】
　これに対し、実施形態のように、対象地盤の上に計画盛土４による上載荷重を載荷する
ことで、効果的に沈下促進を行うことができる
【００６４】
　以上において、計画盛土４は元々必要な工程であり、全体の工程の中ではコストアップ
にはならない。
　また、仮にサーチャージを必要としても、少量のボリュームで済む。
【００６５】
　そして、負圧伝播により井戸（ストレーナ管１１）のボトム付近で吸引することで、対
象の粘性土の下端まで水位低下し、不飽和地盤にすることができる。
　また、粘性土下部に透水層（砂層等）が堆積していれば、平面的に広い範囲で水位低下
に効果があり、ドレーンを貫入してもバキュームは維持できる。
【００６６】
　なお、通常の各種ドレーン工法との組み合わせは最後沈下の効果も確認され、この組み
合わせによるダブルの効果が期待できる。
【００６７】
（実施形態４）
　図７は実施形態４の工法を示すもので、前述した実施形態１・２と同様、１は地下水位
低下装置、１１はストレーナ管、１２はストレーナ部、１３はフィルター、１４は排水ポ
ンプ、１５は排水管、１６は真空ポンプ、４は計画盛土、５は鉛直ドレーン、６は吸送気
管であって、７は圧気送気管である。
【００６８】
　図示のように、対象地盤の中央に地下水位低下装置１が埋設されて、その周囲に多数の
鉛直ドレーン５が設置されるとともに、複数の吸送気管６が設置されている。そして、対
象地盤の上には、計画盛土４による上載荷重が載荷されている。
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【００６９】
　地下水位低下装置１は、実施形態１と同様にＳＷＰで、ストレーナ管１１、ストレーナ
部１２、フィルター１３と、排水ポンプ１４、排水管１５、及び真空ポンプ１６を備える
。
【００７０】
　鉛直ドレーン５は、実施形態２と同様に改良範囲の地盤に打設し、矢印で示したように
、改良対象層からの排水を促進して、排水距離の短縮を図る。
【００７１】
　吸送気管６は、実施形態１と同様に地上に設置された図示しないボルテックスブロアー
及びコンプレッサーにそれぞれ接続されて、地盤内に予め建て込んでおくロッドを用いて
、矢印で示したように、吸送気を行う。
【００７２】
　そして、対象地盤の周囲に多数の圧気送気管７を打設する。
　この圧気送気管７は、地上に設置された図示しない圧力管理型のコンプレッサーに接続
されて、矢印で示したように、地盤中に圧気を供給する。
【００７３】
　このように、所定の深度に対応できる空気圧を利用して、水位低下した分の水頭を保持
するために圧気送気管７を設け、圧力管理型のコンプレッサーに接続して水頭をコントロ
ールし、沈下防止や井戸枯れ防止に利用できる。
　また、圧気送気管７の圧気供給によるエアートラップ効果により、図示のように、砂質
土の下に粘性土を有する地盤の場合、中間滞水層の止水性が高くなる。
【００７４】
（変形例）
　以上の実施形態においては、上載荷重の載荷として盛土としたが、本発明はこれに限定
されるものではなく、振動ローラをかけたり、ブルドーザを走行させたり等、他の手法に
よって上載荷重を載荷して圧密を促進するようにしてもよい。このように、振動ローラを
かけたり、ブルドーザを走行させたりすれば沈下速度が速くなる。
　また、吸送気管や鉛直ドレーンの本数も任意であり、その他、具体的な細部構造等につ
いても適宜に変更可能であることは勿論である。
【符号の説明】
【００７５】
１　地下水位低下装置
１１　ストレーナ管
１２　ストレーナ部
１３　フィルター
１４　排水ポンプ
１５　排水管
１６　真空ポンプ
２　固定式吸送気管
３　移動式吸送気管
４　計画盛土
５　鉛直ドレーン
６　吸送気管
７　圧気送気管
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